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　助成事業の概要

　障害者福祉事業所で働く障がい者が経済的に自
立するためには工賃を上げなければならないが、
実際は厳しく、大阪府の障がい者の工賃は全国的
に見ても極めて低い。大阪府内でお菓子を製造販
売している障害者福祉事業所は多くあり、売れる
ためには品質向上や商品開発、販路開拓が大切で
ある。2020 年 4 月の食品表示法の完全施行に
より、これまでも法改正に対応するべく食品表示
の研修を行ってきたが、専門的な知識が必要なた
め、まだまだ対応しきれていない現状にある。 
（1）菓子製造の基礎研修
　6 月～ 11 月全４回、辻学園調理・製菓専門学
校にて菓子製造に関する基礎を学び、各障害者福
祉事業所の商品についてのレシピ、材料の見直し
を行い、売れる商品のための品質アップを行った。
（2）品質表示法に関する研修
　７月、9 月　全２回、大阪市内の貸会議室にて 
㈱生活品質科学研究所から講師 2 名をお呼びし、
食品表示法について基礎から徹底的に研修を行っ
ていただいた。　

　事業の成果

（1）菓子製造の基礎研修
　参加事業所数：５事業所 
　6 月 22 日、7 月 20 日、8 月 24 日、11 月
16 日の土曜日の午後 13 時から 17 時まで全４
回、辻学園調理・製菓専門学校にて開催
　これまでにも障害者福祉事業所職員、利用者に

も指導をしていただいている辻学園調理・製菓専
門学校の先生より菓子の製造に関する基礎を学
び、各障害者福祉事業所の商品についてのレシピ、
材料の見直しを行い、売れるための品質アップを
行った。 
　第一回目（6 月 22 日）の研修では、菓子製造
で欠かせない原材料について、砂糖、小麦等の国
産・国内産地別の特徴について学んだ。何気なく
仕入れている材料でも、製造する商品についての
特性を活かした原材料へ変えたり、材料の温度や
混ぜ方、手順等を変えることで、味や風味、焼き
加減等が異なってくることを実践しながら学ん
だ。 
　第二回目からは実際に各障害者福祉事業所が製
造している商品の原材料、レシピ、実際に製造し
たものを持ち寄り、先生に見てもらい、品質改善、
品質アップを行った。職員と一緒に利用者も研修
に参加し、プロから菓子作りを学び、利用者の仕
事に対する更なるモチベーションアップへとつ
ながった。 
 （2）品質表示法に関する研修
　参加者数：7 月 27 日 19 人、9 月 7 日 17 人
7 月 27 日、9 月 7 日の土曜日の午前 10 時から
17 時まで全２回、大阪市内の貸会議室にて （株）
生活品質科学研究所から講師 2 名をお呼びし、
食品表示法について研修を行っていただいた。 
　第一回目（7 月 27 日）は食品表示の基礎を一
から学ぶ研修を行った。 
　第二回目（9月 7日）は第一回目の続きと共に、
各障害者福祉事業所の職員が自分たちで食品表示
ラベルを作成出来るように教えて頂いた。食品表

示法の完全施行前に基礎からの研修を行い、品質
ラベル作成の実践を行ったことで、各障害者福祉
事業所の職員がどの部分を理解できていないのか
を再確認できる事となった。

　成果の広報、公表

　本研修中に原料原産地の記載についての法令が
公布され、品質ラベルへの記載についての質問が
多かった。また、原料原産地について、講師に協
力いただき、わかりやすいオリジナルリーフレッ
トを作成した。研修に参加していない大阪府内の
事業所や、トゥギャザーが関わっている全国の障
害者福祉事業所、中間支援組織等に配布し、法令
遵守について理解を広めていく事に使用する。
　また、トゥギャザーで実施している食品表示の
勉強会において、今後は本リーフレットを活用し
ながら食品表示についての理解を深めていくとと
もに、食品製造に関わる障害者福祉事業所間での
意見交換を行い、大阪府内の事業所の連携、およ
び商品の品質向上が期待できる。

　今後の展開

　トゥギャザーは設立当初から障がい者の自立支
援のために活動してきた。 これまでも障害者福祉
事業所商品の販売支援として、企業への職域販売
や店舗パティスリーとっとでの販売を行ってきて
いる。食品については、法改正等による食品の原
料原産地の記載や HACCP について、食品を製
造販売する上で順応できるように取り組まなけれ
ばならない課題が多い。商品の販売支援として、
トゥギャザーで引き続き法令遵守のための研修
や、自主勉強会を開催して、大阪府内の食品製造
を行っている事業所で働く障がい者の仕事を守る
べく、取り組んでいきたい。それには、トゥギャ
ザーで関わる障害者福祉事業所だけではなく、大

阪府内の食品販売に関わる行政等の団体を集めた
ネットワーク「福祉ショップ連携」を形成し、大
阪府内の食品製造に関わる障害者福祉事業所を対
象に行っていく。
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